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栃木市・西方町合併協議会 



合併協定項目に関する事務事業の調整結果 

合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

【合併協定項目１０】 

一般職の職員の身分の取扱い 
 
 
 
平成２２年１０月１５日 

第２回協議会 協議第１２号 

１ 西方町の一般職の職員は、市

町村の合併の特例に関する法

律第１２条の規定により、全て

栃木市の職員として引き継ぐも

のとする。 
２ 職員数については、新市にお

いて定員適正化計画を策定し、

定員管理の適正化に努めるもの

とする。 
３ 職員の職名及び任用要件に

ついては、人事管理及び職員の

処遇の適正化の観点から調整

し、統一を図る。 
４ 給与については、職員の処遇

及び給与の適正化の観点から

調整し、統一を図る。なお、現

職員については、合併前の給料

を保障する。 

【職員定数】(特別職を含まない) 

   区 分         条例定数 

①市長の事務部局       920 

②議会の事務部局        12 

③選挙管理委員会の事務部局   5 

④監査委員の事務部局      5 

⑤公平委員会の事務部局     1 

⑥教育委員会の事務部局    218 

  （学校その他の教育機関の職員を含む）              

⑦農業委員会の事務部局     10 

 ⑧消防職員          150 

⑨水道事業職員         39 

            合計 1,360 

 ※ 消防職員の定数は、平成 27 年 3 月 31 までの間 170 人とする。 

 

【職名】 

①行政職 

部長、支所次長、会計管理者、参事、課長、室長、館長、所長、主幹、 

課長補佐、室長補佐、館長補佐、所長補佐、副主幹、係長、支所長、 

出張所長、園長、政策推進員、主計員、主査、主任、主事、保育士、技師、 

保健師、看護師、管理栄養士、栄養士、臨床心理士、社会福祉士 

②技能労務職 

班長、総括技能員、主任技能員、主任技能員補、技能員 

③嘱託 

  嘱託 

 



合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

  【勤務時間等】 
 勤務時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで 
 休憩時間：午後０時から午後１時まで 
 休息時間：なし 
 労働時間：１日７時間４５分、週３８時間４５分 
 週 休 日：日曜日及び土曜日 
 ※ 特別の勤務に従事する職員を除く。 
 
【給料表】 
行政職８級制、技能労務職５級制 
 

【支給日】 
給料       毎月２１日 
期末勤勉手当   ６月３０日 

         １２月１０日 
 
【初任給】 
大卒   １級２５号給 
短大卒  １級１５号給 

 高卒   １級 ５号給 
 
【級別職務】 
１級 主事、技師       ５級 副主幹 
２級 主事、技師       ６級 課長補佐等 
３級 主任          ７級 参事、課長、主幹等 
４級 主査、係長等      ８級 部長、支所次長、会計管理者 
 

 



合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

  【管理職手当】規則上 
 部長               ７３，８００円 
 参事               ６０，７００円 
 課長               ５２，０００円 
 主幹（課長に相当する者）     ４９，８００円 
 主幹（上記以外の者）       ４３，３００円 
 課長補佐             ３９，７００円 
 ※ 規則に規定する特例措置により上記に８５／１００を乗じた額。 
 
【管理職員特別勤務手当】 
部長から課長補佐の管理職手当の支給率区分に応じて支給 
部長                  ８，０００円 
参事                  ７，０００円 
課長、主幹（課長に相当する職にある者） ６，０００円 
主幹（上記以外の者）、課長補佐      ４，０００円 

６時間超の場合、上記金額に１５０／１００を乗じた額。 
 

【通勤手当】 

国の基準により支給 

①公共交通機関（２km～運賃相当額最高）       ５５，０００円 

②交通用具通勤距離（２km～）     ２，０００円～２４，５００円 

 ③公共交通機関と交通用具の併用           ①と②の合計額 

 

【扶養手当】 
 国の基準により支給 
 ①配偶者                   １３，０００円 
 ②配偶者以外 １人につき            ６，５００円 
 ③満１６歳の初年度～満２２歳の年度末の子 １人につき加算     ５，０００円 

 



合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

  【住居手当】 
 持家  なし 
 借家  国の基準により支給（最高支給限度額２７，０００円） 
 
【特殊勤務手当】 
 ①感染症等防疫作業に従事する職員（１日につき）   ５００円 
 ②行旅死亡人事務に従事する職員 
  （死亡人の収容・立会い作業１件につき）    ６，０００円 
 ③災害応急作業に従事する職員（１日につき）     ５００円 
 ④動物死体処理業務に従事する職員（１日につき）   ５００円 
 

【期末勤勉手当】 
 ①支給率 国の基準と同率 
 ②役職加算率 
  職務の級 
  ８、７級       １５％ 
  ６級         １０％ 
  ５、４、３級      ５％ 
  技能労務職３級以上   ５％ 
 ※ 西方町職員のうち、合併の日の前日の職務の級が４級であった者の平成２

３年１２月に支給する期末勤勉手当の役職加算率は１０％とする。 
 
【時間外勤務手当】 
 国の基準により支給 
①支給単価 
給料月額×１２×支給割合／３８時間４５分×５２週 

 

 



合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

  ②支給割合 
     区  分        ６０時間まで   ６０時間超 
 勤務日            １２５／１００  １５０／１００ 
 勤務日深夜          １５０／１００  １７５／１００ 
 週休日            １３５／１００  １５０／１００ 
 週休日深夜          １６０／１００  １７５／１００ 
 休日（正規の勤務時間）    １３５／１００  左記に同じ 
 休日（正規の勤務時間外）   １３５／１００  １５０／１００ 

  休日（正規の勤務時間外）深夜 １６０／１００  １７５／１００ 
  週休日の振替等により発生した 
  時間外勤務手当         ２５／１００   ５０／１００ 
  ※ 時間外勤務代休時間の制度あり。 
 ③勤務時間数の計算 国の基準による。 
 
【宿日直手当】 
 国の一般の宿日直手当を基準とする。 
  宿直勤務又は日直勤務   １回につき ４，２００円 
  上記のうち勤務時間が５時間未満    ２，１００円 
  上記のうち年末年始の休暇に属する日  ６，３００円 
 
【退職手当】 
栃木県市町村総合事務組合の規定による。 
国の基準通り（最高５９．２８月分） 

 



合併協定項目に関する事務事業の調整結果 

合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

【合併協定項目１９】 
慣行の取扱い 
 
 
 
 
 
平成２２年１０月１５日 
第２回協議会 協議第２１号 

４・表彰制度については、合併時ま

でに調整する。 
・名誉市町民に関することにつ

いては、合併時までに調整す

る。なお、これまでの名誉市民

は、継続して新市の名誉市民と

する。 

・栃木市において旧 1市 3町で差異のあった表彰制度について現在も検討中であ

るため、今後制定予定の栃木市表彰条例等の関係法令案と西方町の制度を再度

検討することとなった。 
・栃木市表彰条例(案)には、西方町に対してなされた功労等は、栃木市に対して

なされた功労等とみなす経過措置を加えることとした。 
・これまでの名誉市町民は、継続して新市の名誉市民とする。 
・名誉市町民の推挙にあたり、選考委員会を設置することで検討中である。 
・名誉市民条例等の法令整備については、名誉市民章の制式について市花や市木

を意匠化したデザインを検討しているためそれらの決定を待ち制定する。 

【合併協定項目２０】 
国民健康保険事業の取扱い 
 
 
 
 
 
 
 
平成２２年１０月１５日 
第２回協議会 協議第２２号 

１・国民健康保険税の税率について

は、合併時は現行のとおりと

し、合併後平成 24 年 3 月まで

に再編する。 
・軽減制度については、合併時は

現行のとおりとし平成 24 年 3
月までに再編する。 

・減免措置については、栃木市の

例により合併時に統合する。 
・納期については、合併時までに

栃木市の例により統合する。 

・旧 1 市 3 町の税率の統一について、栃木市国民健康保険運営協議会に諮問を

し、答申を経て、２３年１２月議会に条例改正の予定で事務調整を進めている

が、今後西方町との調整も同時にしていく。 

 



合併協定項目に関する事務事業の調整結果 

合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

【合併協定項目２１】 
介護保険事業の取扱い 
 
 
 
 
 
 
 
平成２２年１０月１５日 
第２回協議会 協議第２３号 

１ 介護保険事業計画について

は、合併時は現行のとおりとし、

平成２４年３月までに再編す

る。 
２ 介護保険料については、合併

時は現行のとおりとし、平成２

４年３月までに再編する。 
３ 地域包括支援センターについ

ては、合併時は現行のとおりと

し、平成２４年３月までに再編

する。 

・第４期介護保険事業計画が平成２１年度から平成２３年度まで計画実行中のた

め、合併時は現行のとおりとし、平成２３年度末までに第５期計画が策定され

るので、それに併せて統一を図る。また、旧 1 市３町の保険料の統一について、

平成２４年３月議会に条例改正を提出の予定で事務事業を進めているが、それ

に併せて西方町との統一を図っていく。 



合併協定項目に関する事務事業の調整結果 

合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

【合併協定項目２５－１】 
国内・国際交流事業 
 
平成２２年１０月１５日 
第２回協議会 協議第２７号 

 国内・国際交流事業については、

従来の実績を尊重しつつ、合併時ま

でに調整する。 

・都市交流推進に関することについては、栃木市の例により統合する。 
・友好姉妹都市に関することについては、栃木市の例により統合する。 
・国際交流事業に関することについては、栃木市の例により統合する。 
 
 

【合併協定項目２５－９】 
保健衛生事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成２２年１０月１５日 

第２回協議会 協議第３５号 

１ 予防接種については、合併後平

成２４年３月までに調整する。 
２ 各種健（検）診については、合

併後平成２４年３月までに調整

する。 

・接種期間や接種方法、医師報償費等については 現行の栃木市のとおりとする。 
・委託医療機関は、栃木市医師会と契約するとともに、西方地域の医療機関につ

いては個別契約とする。ただし、市外の医療機関で接種件数が多い所は個別契

約とする。 
・個別接種委託料・自己負担額及び扶助費、ワクチンに関する事項等については、

平成 24 年３月までに医療機関等と調整していく。 
・各健診の実施方法、対象年齢等については、現行の栃木市のとおりとする。 

ただし、西方地域においては、前立腺及び乳がん検診、骨粗しょう症検診の

個別健診を実施、肺がんヘリカル CT 検査を実施する。 
・個別健診の委託医療機関は、栃木市医師会・歯科医師会と契約するとともに、

西方地域の医療機関については個別契約とする。ただし、市外の医療機関で受

診件数が多い所は個別契約とする。 
・各検診委託料・自己負担額等については、平成 24 年３月までに医療機関等と

調整していく。 

 



合併協定項目に関する事務事業の調整結果 

合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

【合併協定項目２５－２３】 
上下水道事業 
 
 
平成２２年１０月１５日 
第２回協議会 協議第４９号 

６ 下水道受益者負担金等 
・納期については、合併時までに再

編し、平成２４年度から口座振替

を実施する。 

受益者負担金の納期については、平成２３年度から次のとおりとする。 

１期：６月１日から６月３０日まで 

２期：８月１日から８月３１日まで 

３期：１０月１日から１０月３１日まで 

４期：翌年１月１日から１月３１日まで 

 



合併協定項目に関する事務事業の調整結果 

合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

【合併協定項目２５－２４】 
市町立学校の通学区域、学校名 
 
 
 
平成２２年１０月１５日 
第２回協議会 協議第５０号 

２ 学校名については、合併時ま

でに教育委員会間で協議する。 学校名については、現行の「栃木市立、西方町立」の部分を「栃木市立」に統一

し、「栃木市立、西方町立」以下の名称は現行のとおり新市に引き継ぐ。 
現  行  合 併 後 

栃木市立栃木中央小学校 ⇒ 栃木市立栃木中央小学校（変更なし） 

栃木市立栃木第三小学校 ⇒ 栃木市立栃木第三小学校（変更なし） 

栃木市立栃木第四小学校 ⇒ 栃木市立栃木第四小学校（変更なし） 

栃木市立栃木第五小学校 ⇒ 栃木市立栃木第五小学校（変更なし） 

栃木市立南小学校 ⇒ 栃木市立南小学校（変更なし） 

栃木市立大宮南小学校 ⇒ 栃木市立大宮南小学校（変更なし） 

栃木市立大宮北小学校 ⇒ 栃木市立大宮北小学校（変更なし） 

栃木市立皆川城東小学校 ⇒ 栃木市立皆川城東小学校（変更なし） 

栃木市立吹上小学校 ⇒ 栃木市立吹上小学校（変更なし） 

栃木市立千塚小学校 ⇒ 栃木市立千塚小学校（変更なし） 

栃木市立寺尾中央小学校 ⇒ 栃木市立寺尾中央小学校（変更なし） 

栃木市立寺尾南小学校 ⇒ 栃木市立寺尾南小学校（変更なし） 

栃木市立国府南小学校 ⇒ 栃木市立国府南小学校（変更なし） 

栃木市立国府北小学校 ⇒ 栃木市立国府北小学校（変更なし） 

栃木市立栃木東中学校 ⇒ 栃木市立栃木東中学校（変更なし） 

栃木市立栃木西中学校 ⇒ 栃木市立栃木西中学校（変更なし） 

栃木市立栃木南中学校 ⇒ 栃木市立栃木南中学校（変更なし）  



  

 
栃木市立東陽中学校 ⇒ 栃木市立東陽中学校（変更なし） 

栃木市立皆川中学校 ⇒ 栃木市立皆川中学校（変更なし） 

栃木市立吹上中学校 ⇒ 栃木市立吹上中学校（変更なし） 

栃木市立寺尾中学校 ⇒ 栃木市立寺尾中学校（変更なし） 

栃木市立大平東小学校 ⇒ 栃木市立大平東小学校（変更なし） 

栃木市立大平南小学校 ⇒ 栃木市立大平南小学校（変更なし） 

栃木市立大平西小学校 ⇒ 栃木市立大平西小学校（変更なし） 

栃木市立大平中央小学校 ⇒ 栃木市立大平中央小学校（変更なし） 

栃木市立大平中学校 ⇒ 栃木市立大平中学校（変更なし） 

栃木市立大 南中学校 ⇒ 栃木市立大平南中学校（変更なし） 

栃木市立部屋小学校  ⇒ 栃木市立部屋小学校（変更なし） 

栃木市立藤岡小学校  ⇒ 栃木市立藤岡小学校（変更なし） 

栃木市立赤麻小学校  ⇒ 栃木市立赤麻小学校（変更なし） 

栃木市立三鴨小学校  ⇒ 栃木市立三鴨小学校（変更なし） 

栃木市立藤岡第一中学校  ⇒ 栃木市立藤岡第一中学校（変更なし） 

栃木市立藤岡第二中学校  ⇒ 栃木市立藤岡第二中学校（変更なし） 

栃木市立合戦場小学校 ⇒ 栃木市立合戦場小学校（変更なし） 

栃木市立家中小学校 ⇒ 栃木市立家中小学校（変更なし） 

栃木市立赤津小学校 ⇒ 栃木市立赤津小学校（変更なし） 

栃木市立都賀中学校 ⇒ 栃木市立都賀中学校（変更なし） 

西方町立西方小学校 ⇒ 栃木市立西方小学校 

西方町立真名子小学校 ⇒ 栃木市立真名子小学校 

西方町立西方中学校 ⇒ 栃木市立西方中学校  

 



合併協定項目に関する事務事業の調整結果 

合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

【合併協定項目２５－２７】 

社会教育事業 

 

 

 

 

平成２２年１０月１５日 

第２回協議会 協議第５３号 

２ 成人式については、合併時に再

編する。 
・合併後も旧市町の独自性を尊重するため、当面旧市町(現栃木市は各地域)単位

で実施する。 
・旧市町(現栃木市は各地域)ごとに実行委員会をつくる。 
・記念品については、予算を新成人一人当たり８００円とし、各実行委員会の代

表者により調整会議を行う。 
・記念写真については、予算化はせずに写真業者との個人対応とする。 
・その他、必要な経費については、実行委員会への負担金として予算化する。 

【合併協定項目２５－３０】 

社会福祉協議会 

 

 

 

平成２２年１０月１５日 

第２回協議会 協議第５６号 

社会福祉協議会については、速や

かに統合するよう働きかける。 

 ３月１５日に合併の契約調印を行った。 

 
 



 

 

 

合併協定項目 １１ 特別職の身分の取扱い 関 係 項 目  

調整の方針 

１ 西方町の常勤特別職（教育長を含む。）、議会議員及び各種行政委員会委員については、合併の前日をもっ 

 て失職するものとする。ただし、議会議員及び農業委員会委員については、別に協議するものとする。 

２ 西方町のその他の非常勤特別職については、基本的に合併の前日をもって失職するものとするが、新市にお 

 いても引き続き設置する必要があるものについては、栃木市の制度として定めるものとする。ただし、消防団 

 員については、別に協議するものとする。 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

常勤の特別職 ・任期 4 年 

・給料 市長  (月) 1,020,000 円 

      副市長 (月）  840,000 円 

    教育長 (月)   680,000 円 

 
※ 平成 23 年 4月から平成 24 年 3月まで、上記 

 の金額から 5/100 を減じた額 

・任期 4 年 

・給料 町長  (月) 603,000 円 

         （※536,000 円） 

    副町長 (月) 490,500 円 

    教育長 (月) 463,500 円 

※ 町長は平成 17 年 10 月から平成 23 年 3月まで

 減額支給 

 現行の栃木市のとおりとする。 

議会議員 ・定数 31 人 

・任期  4 年 

・報酬 議長  (月）535,000 円 

    副議長 (月）465,000 円 

    議員  (月) 420,000 円 

   

・定数 10 人 

・任期  4 年 

・報酬 議長  (月) 275,500 円 

    副議長 (月) 205,200 円 

    議員  (月) 190,000 円 

   

地方自治法第 91 条第 5 項の規定により、議員の定数を

地方自治法第 91 条第 2 項での定数の上限の 34 人まで増

員するものとし、公職選挙法第 15 条第 6 項の規定によ

り、西方町を区域とする選挙区を設けるものとする。 

 また、西方選挙区の定数については、公職選挙法施行

令第 9条の規定により 3人とする。 

 報酬ついては、現行の栃木市のとおりとする。 

行政委員会 栃木市教育委員会 

・定数 5 人 

・任期 4 年 

・報酬 委員長 (月) 58,700 円 

    委 員 (月) 44,300 円 

西方町教育委員会 

・定数 5 人 

・任期 4 年 

・報酬 委員長 (年) 136,000 円 

    委 員 (年) 108,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町からの

選出委員を 1 人追加し、定数を 6人とする。 

【栃木市教育委員会】 

・定数 6 人 

・任期 4 年 

・報酬 委員長 (月) 58,700 円 

    委 員 (月) 44,300 円 



 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市選挙管理委員会 

・定数 4 人  

・任期 4 年 

・報酬 委員長 (年) 312,000 円 

    委 員 (年) 224,000 円                

    補充員 (日)  8,000 円 

西方町選挙管理委員会 

・定数 4 人 

・任期 4 年 

・報酬 委員長 (年) 72,000 円 

    委 員 (年) 64,000 円 

     補充員 - 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市監査委員 

・定数 2 人 

・任期 識見選任 4 年 

    議会選任 議員の任期 

・報酬 識見選任 (月) 81,400 円 

    議員選任 (月) 46,400 円 

西方町監査委員 

・定数 2 人 

・任期 識見選任 4 年 

    議会選任 議員の任期 

・報酬 識見選任 (年) 160,000 円 

    議会選任 (年) 128,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市農業委員会 

・定数 選挙 23 人 

    選任  7 人 

・任期 3 年 

・報酬 会長    (年) 756,000 円 

    職務代理者 (年) 552,000 円 

    委員    (年) 480,000 円 

西方町農業委員会 

・定数 選挙 12 人 

    選任  5 人 

・任期 3 年 

・報酬 会長    (年) 152,000 円 

    職務代理者 (年) 136,000 円 

    委員    (年) 128,000 円 

 新市に１つの農業委員会を置く。 

 西方町の選挙による委員のうち 2 人は、市町村の合併

の特例に関する法律第 11 条第 1 項第 2 号の規定を適用

し、平成 25 年 7 月 19 日まで引き続き新市の選挙によ

る委員として在任する。 

 選挙による委員の定数は、25 人とする。 

 選挙区は、5選挙区とし、現選挙区に西方町 1選挙区 

（定数 2人）を加えるものとする。 

 新市の農業委員会の委員の報酬の額については、現行

の栃木市のとおりとする。 

 選任による委員については、上都賀農業協同組合 1 人、

上都賀地方農業共済組合 1 人を加えるものとする。 

 ≪参考≫ 

 選任による委員は、農協 2 人、農業共済 2 人、土地改

良区 1人、議会 4人以内とする。 

行政委員会 

栃木市固定資産評価審査委員会 

・定数 4 人 

・任期 3 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

西方町固定資産評価審査委員会 

・定数 3 人 

・任期 3 年 

・報酬 （日）2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町からの

選出委員を 1 人追加し、定数を 5人とする。 

【栃木市固定資産評価審査委員会】 

・定数 5 人 

・任期 3 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 



 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

行政委員会 栃木市公平委員会 

・定数 3 人 

・任期 4 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市議員報酬及び特別職給料審議会 

・定数 10 人以内 

・任期 審議終了後解任 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町特別職報酬等審議会 

・定数 10 人 

・任期 調査審議終了後解任 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市職員懲戒審査委員会 

・定数 5 人 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市職員安全衛生管理委員会 

・定数 17 人 

・任期  2 年 

・報酬 – 

 

西方町安全衛生管理委員会 

・定数 7 人 

・任期 1 年 

・報酬 - 

栃木地区広域行政事務組合（消防本部） 

附属機関等 

○安全関係者会議 

・定数 15 人  

・任期  2 年 

・報酬  – 

○衛生委員会 

・定数 15 人 

・任期  2 年 

・報酬  – 

 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方総合支所

の課長職 1 人及び職員団体の推薦者 1 人を追加し、定数

を 19 人とする。また、消防本部には、別に安全衛生管理

委員会を設置し、定数を 12 人とする。 

【栃木市職員安全衛生管理委員会】 

・定数 19 人 

・任期 2 年 

・報酬 – 

【栃木市消防職員安全衛生管理委員会】 

・定数 12 人 

・任期 2 年 

・報酬 – 

 

 
 
 



 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市公務災害補償等認定委員会 

・定数 5 人 

・任期 3 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町公務災害補償等認定委員会 

・定数 5 人 

・任期 3 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市公務災害補償等審査会 

・定数 3 人 

・任期 3 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町公務災害補償等審査会 

・定数 3 人 

・任期 3 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市名誉市民選考委員会 

 旧 1 市 3 町の合併時、栃木市名誉市民に関する

ことについては、合併後再編することとなってお

り、現在再編中である。 

 

西方町名誉町民選考委員会 

・定数 7 人以内 

・任期 選考終了後解任 

・報酬 (日) 2,000 円 

 合併後、平成２３年度中に再編する。 

栃木市表彰審査委員会 

 旧 1 市 3 町の合併時、表彰制度に関することに

ついては、合併後再編することとなっており、現

在再編中である。 

 

西方町表彰審査会 

・定数 5 人 

・任期 在職期間 

・報酬 (日) 2,000 円 

 栃木市表彰審査委員会を設置する。 

【栃木市表彰審査委員会】 

・定数 5 人 

・任期 在職期間 

・報酬 - 

栃木市人権施策推進審議会 

・定数 20 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

該当なし  現行の栃木市のとおりとする。 

附属機関等 

栃木市情報公開・個人情報保護審査会 

・定数 5 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町情報公開及び個人情報保護審査会 

・定数 5 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 弁護士委員 (回) 10,000 円 

    上記以外  (日)  2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

 
 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

行政改革懇談会 

【未設置】 

 

行政改革推進委員会 

・定数 15 人 

・任期  - 

・報酬 （日）2,000 円 

 

 総合計画及び行政改革大綱等については、一体的に策

定することから、その策定については、今後栃木市にお

いて設置する総合計画策定審議会が行うこととする。な

お、策定後における行政改革懇談会の役割については、

合併後調整する。 

 

栃木市住居表示審議会 

・定数 20 人以内 

・任期 調査審議終了日まで 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市指定管理者選定委員会 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

設置なし 西方町協働のまちづくり推進会議(H22.5.1 設立) 

・定数 20 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 西方町の委員は、合併の前日をもって失職する。 

栃木市交通安全対策会議 

・定数 15 人以内 

・任期  - 

・報酬  - 

 

西方町交通安全対策会議 

・定数 40 人以内 

・任期 在職期間 

・報酬 （日）2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

附属機関等 

栃木市防災会議 

・定数 45 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

※ 水防協議会の機能を兼ねる。 

 

西方町防災会議 

・定数 25 人 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

※ 西方町からの選出委員 2 人（総合支所職員、消防団

副団長）を追加するが、定数に変更なし。 

 

 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

設置なし 西方町水防協議会 

・定数 16 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

西方町の委員は、合併の前日をもって失職する。 

栃木市国民保護協議会 

・定数 45 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

※ 委員構成は栃木市防災会議と同じ。 

 

西方町国民保護協議会 

・定数 30 人以内 

・任期  - 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

※ 西方町からの選出委員 2 人（総合支所職員、消防団

副団長）を追加するが、定数に変更なし。 

※ 委員構成は栃木市防災会議と同じ。 

栃木市地域公共交通会議 

・定数 25 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

※ 西方町からの選出委員 1 人（住民代表）を追加する

が、定数に変更なし。 

栃木市賞じゅつ金等審査委員会 

・定数 8 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町消防賞じゅつ金等審査委員会 

・定数 - 

・任期 在職期間 

・報酬 - 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町からの

選出委員 1 人（消防団副団長）を追加し、定数を 9 人以

内とする。 

【栃木市賞じゅつ金等審査委員会】 

・定数 9 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし 西方町消防委員会 

・定数 9 人 

・任期 3 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 西方町の委員は、合併の前日をもって失職する。 

 

附属機関等 

栃木市地域公共交通活性化協議会 

・定数 25 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

※ 西方町からの選出委員 1人（住民代表）を追加する

が、定数に変更なし。 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市入札適正化委員会 

・定数 4 人 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市市民協働まちづくりファンド助成事業審査

委員会 

・定数 8 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 - 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

とちぎ市民活動推進センター運営委員会 

・定数 15 人以内 

・任期  2 年 

・報酬  - 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市国民健康保険運営協議会 

・定数 18 人 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町国民健康保険運営協議会 

・定数 12 人 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

 

栃木市環境審議会 

・定数 15 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

附属機関等 

栃木市緑の基本計画推進会議 

・定数 30 人以内 

・任期  3 年 

・報酬 (日) 8,000 円    

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市民生委員推薦会 

・定数 14 人以内 

・任期  3 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町民生委員推薦会 

・定数 7 人 

・任期 3 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

 

栃木市老人ホーム入所判定委員会 

・定数 5 人 

・任期 2 年 

・報酬 医師 (日) 20,000 円 

    委員 (日)  8,000 円 

 

西方町老人ホーム入所判定委員会 

・定数 5 人 

・任期 - 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市介護保険運営協議会 

・定数 10 人 

・任期  3 年 

・報酬 医師 (日) 20,000 円 

    委員 (日)  8,000 円 

 

西方町地域密着型サービス運営委員会 

・定数 12 人以内 

・任期  3 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

（栃木市介護保険運営協議会に統合） 西方町地域包括支援センター運営協議会（西方町

地域密着型サービス運営委員会兼務） 

 

 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市介護認定審査会 

・定数 56 人 

・任期  2 年  

・報酬 医師 (日) 20,800 円 

    委員 (日) 12,500 円 

 

西方町介護認定審査会 

・定数 6 人 

・任期 2 年 

・報酬 医師 (日) 16,000 円 

    委員 (日)  9,600 円 

現行の栃木市のとおりとする。ただし、定数について

は、70 人以内とする。 

附属機関等 

栃木市社会福祉施策推進委員会 

・定数 - 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

地域ケア会議 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 医師 (日) 20,000 円 

    委員 (日)  8,000 円 

 

高齢者支援担当者会議 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 - 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市障がい程度区分審査会 

・定数 10 人 

・任期 2 年 

・報酬 医師 (日) 20,800 円 

    委員 (日) 12,500 円 

西方町障害程度区分市町村審査会 

・定数 5 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 医師 (日) 16,000 円 

    委員 (日)  9,600 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市要保護児童対策地域協議会 

・定数 - 

・任期 2 年 

・報酬 - 

 

西方町要保護児童対策地域協議会 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、構成員に西方

総合支所の児童福祉担当課を追加する。 

栃木市学童保育運営委員会 

・定数 10 人 

・任期  2 年 

・報酬  - 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町の学校

の職員及び利用保護者の代表が委員になるよう、定数を

12 人以内とする。 

【栃木市学童保育運営委員会】 

・定数 12 人以内 

・任期 2 年  

・報酬 - 

 

附属機関等 

栃木市特別支援保育審査会 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 - 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。ただし、委員に西方町

の保育所長を加える。 

【栃木市特別支援保育審査会】 

・定数 10 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 - 

 

 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市児童館運営委員会 

・定数 6 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 - 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市健康づくり推進協議会 

・定数 18 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 医師 (日) 10,000 円 

    委員 (日)  8,000 円 

設置なし 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

設置なし 西方町保健事業事故対策委員会 

・委員 7 人 

・任期 - 

・報酬 - 

 西方町の委員は、合併の前日をもって失職する。 

栃木市予防接種委員会 

・定数 15 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 10,000 円 

西方町予防接種健康被害調査委員会 

・定数 7 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、合併時に西方

町の委員を選出し委嘱する。 

【栃木市予防接種委員会】 

・定数 15 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 10,000 円 

栃木市健康２１計画検討部会 

・定数 20 人 

・任期  2 年 

・報酬 医師 (日) 10,000 円 

    委員 (日)  8,000 円 

設置なし 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

大平地域 都賀地域 

附属機関等 

大平町企業誘致審査会 

 

・定数 5 人 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

都賀町工場等立地奨励

補助金審査会 

・定数 10 人以内 

・任期  - 

・報酬 (日) 3,000 円

設置なし  合併時に統合する企業立地奨励補助制度に併せて審査

会を新設する。 

【栃木市企業立地促進審査会】 

・定数 6 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 



 

 

 
現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市中小企業融資振興会 

・定数 7 人 

・任期 2 年 

・報酬 - 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方商工会か

らの委員を 1 人追加し、定数を 8人とする。 

【栃木市中小企業融資振興会】 

・定数 8 人 

・任期 2 年 

・報酬 - 

栃木市中小企業融資審査委員会 

・定数 12 人以内 

・任期  1 年 

・報酬  – 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町及び鹿

沼相互信用金庫からの委員を 2 人追加し、定数を 14 人と

する。 

【栃木市中小企業融資振興会】 

・定数 14 人以内 

・任期  1 年 

・報酬  - 

大平町商工振興審議会 

・定数 15 人 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

西方町商工振興審議会 

・定数 15 人 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 合併後に再編する。 

栃木市 

大平地域 藤岡地域 都賀地域 
西方町 具体的な調整結果 

おおひらブランド認定

委員会 

・定数 7 人以内 

・任期 2 年 

・報酬(日) 

  委員長 6,500 円 

  委員  6,000 円 

ふじおかブランド推進

協議会 

・定数 - 

・任期 2 年 

・報償費 

  交通費相当分 

つがブランド審議委員

会 

・定数 - 

・任期 2 年 

・報償費 

  交通費相当分 

設置なし  合併後に新市ブランドの統合に併せて再編する。 

栃木市 西方町 具体的な調整結果 

附属機関等 

大平町産業振興奨励事業審査委員会 

・定数 5 人 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 （栃木市において再編中である。） 

設置なし  大平町産業振興奨励事業審査委員会の設置について

は、産業振興活動支援事業補助金の調整結果が合併後に

再編であるため、合併後に再編する。 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

とちぎ山車会館運営委員会 

・定数 15 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 - 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市就業安定対策協議会 

・定数 20 人以内 

・任期  2 年 

・報酬  - 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。ただし、栃木市３商工

会から 3人及び西方商工会から 1人を追加する。 

【栃木市就業安定対策協議会】 

・定数 20 人以内 

・委員 企業の代表   3 人 

    関係団体の代表 4 人 

    公共職業安定所等、商工会議所及び商工会 7 人 

    市職員 5 人 

・任期 2 年 

・報酬 - 

 

栃木市農業振興地域促進協議会 

・定数 - 

・任期 2 年 

・報酬 (日)  8,000 円 

西方町構造政策推進会議 

・定数 19 人 

・任期  - 

・報酬 (日)  2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町からの

選出委員を追加する。 

【栃木市農業振興地域促進協議会】 

・定数 - 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

附属機関等 

栃木市都市計画審議会 

・定数 16 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

西方町都市計画審議会 

・定数 11 人 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町からの

選出委員を 2 人追加し、定数を 18 人以内とする。 

【栃木市都市計画審議会】 

・定数 18 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

 
 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

小山栃木都市計画事業 JR 大平下駅前土地区画整理

審議会 

・定数 10 人 

・任期  5 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市町並み委員会 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市伝統的建造物群保存地区指定推進協議会 

・定数 25 人以内 

・任期 保存地区指定になるまでの期間 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市伝統的建造物群保存地区保存審議会 

・定数 15 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市シビックコア地区整備推進連絡協議会 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

附属機関等 

栃木市建築審査会 

・定数 5 人 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市上下水道事業調査委員会 

・定数 15 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市上下水道事業調査委員会に含む。 

 

西方町水道運営協議会 

・定数 12 人 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市上下水道事業調査委員会に含む。 

 

西方町下水道使用料等審議会 

・定数 12 人 

・任期 調査審議終了後解任 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市上下水道事業調査委員会に含む。 

 

西方町農業集落排水使用料等審議会 

・定数 12 人 

・任期 調査審議終了後解任 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市奨学生選考委員会 

・定数 5 人 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

附属機関等 

栃木市藤岡地区（都賀地区）中学生国際交流事業

実施委員会 

・定数     10 人以内×2地区 

・任期      1 年 

・報酬(報償費) (日) 8,000 円 

 

西方町中学生国際交流事業実施委員会 

・定数 7 人 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 平成 22 年度で廃止。 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

都賀中学校校舎建設調査委員会 

・定数  10 人以内 

・任期  校舎建設が完了したとき 

・報償費 (日) 8,000 円 

西方中学校校舎建設検討委員会 

・定数 21 人 

・任期 校舎建設が完了したとき 

・報酬 (日) 2,000 円 

 都賀中学校校舎建設調査委員会については、所期の目

的を達成したため廃止する。西方中学校校舎建設検討委

員会については、新たに栃木市の制度として定める。 

【西方中学校校舎建設検討委員会】 

・定数 15 人以内 

・任期 校舎建設が完了したとき 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

栃木市立小中学校学区審議会 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市立小中学校教科用図書選定委員会 

・定数 7 人 

・任期 1 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

※上都賀採択地区教科用図書採択協議会 

 ・定数 9 人 

 ・任期 1 年 

 ・報酬 (日) 5,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市就学指導委員会 

・定数 20 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 専門医 (日) 15,000 円 

    学識者 (日)  5,000 円 

 

西方町就学指導委員会 

・定数 15 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

附属機関等 

栃木市立学校給食共同調理場等運営協議会 

・定数 25 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

設置なし 

 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町からの

選出委員を 2 人追加し、定数を 27 人以内とする。 

【栃木市立学校給食共同調理場等運営協議会】 

・定数 27 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市大平学校給食センター施設整備検討協議会 

・定数 12 人以内 

・任期 施設開設の日まで 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市スポーツ振興審議会 

・定数 15 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日）8,000 円 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町から委

員を 2人選出する。 

【栃木市スポーツ振興審議会】 

・定数 15 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

栃木市働く婦人の家運営委員会 

・定数 8 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市青少年問題協議会 

・定数 31 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市青少年育成センター運営協議会 

・定数 15 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

附属機関等 

栃木市勤労青少年ホーム運営委員会 

・定数 20 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市勤労者体育センター運営委員会 

・定数 20 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市社会教育委員会議 

・定数 15 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町社会教育委員会 

・定数 20 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市公民館運営審議会 

・定数 20 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

西方町公民館運営審議会 

（※西方町社会教育委員兼務） 

・定数 20 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市集会所運営委員会 

・定数 60 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

設置なし 西方町生涯学習推進本部 

・本部委員     27 人 

 企画推進員    24 人 

地域学習推進員   39 人 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 合併後に再編する。 

附属機関等 

栃木市文化財保護審議会 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町文化財保護審議会 

・定数 10 人 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市文化会館運営委員会 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市図書館協議会 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

とちぎ蔵の街美術館運営協議会 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市美術資料選考評価委員会 

・定数 5 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

附属機関等 

設置なし 西方町史編さん委員会 

・定数 20 人以内 

・任期 編さん完了まで 

・報酬 委員      (日)  2,000 円 

    監修者 1人   (月) 40,000 円 

    専門委員長 1人 (月) 35,000 円 

    専門委員 9人  (月) 30,000 円 

 

 合併時までに編さんを完了し廃止する。 

 

 
 
 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

附属機関等 栃木市地域自治区（大平町、藤岡町、都賀町）地

域協議会 

・定数 15 人以内×3地区 

・任期  2 年 

（最初に選任される委員の任期は、選任の日から

平成 25 年 3月 31 日まで） 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町に地域

協議会を設置する。 

【栃木市地域自治区（大平町、藤岡町、都賀町及び西方

町）地域協議会】 

・定数 15 人以内×4地区 

・任期  2 年 

（最初に選任される委員の任期は、選任の日から平成 25

年 3月 31 日まで） 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

顧問弁護士 

・定数 1 人 

・任期 2 年 

・報酬 (年) 360,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

開票管理者・選挙長   (日) 10,600 円 

投票管理者       (日) 12,600 円 

期日前投票管理者    (日) 11,100 円 

投票立会人       (日) 10,700 円 

期日前投票立会人    (日)  9,500 円 

開票立会人・選挙立会人 (日)  8,800 円 

 

開票管理者・選挙長   (日) 10,600 円 

投票管理者       (日) 12,600 円 

期日前投票管理者    (日) 11,100 円 

投票立会人       (日) 10,700 円 

期日前投票立会人    (日)  9,500 円 

開票立会人・選挙立会人 (日)  8,800 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市交通教育指導員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

その他の特

別職 

栃木市交通指導員 

・人数 53 人 

・任期  2 年 

・報酬 (月) 47,000 円 

西方町交通指導員 

・人数 3 人 

・任期 3 年 

・報酬 (月) 33,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町の指導

員 3人を追加し、人数を 56 人とする。 

【栃木市交通指導員】 

・人数 56 人 

・任期  2 年 

・報酬 (月) 47,000 円 

 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市消防団 

・定数 933 人 

・報酬 (年) 

 団長（方面隊長）       250,000 円 

 副団長(方面隊長)       237,000 円 

 方面隊副隊長（団本部）  170,000 円 

 分団長                  129,000 円 

 副分団長                113,500 円 

 部長                  103,000 円 

 班長                   82,500 円 

 団員                    67,000 円 

西方町消防団 

・定数 123 人 

・報酬 (年) 

 団長      150,000 円 

 副団長      110,000 円 

 本部長      97,000 円 

 副本部長     88,000 円 

 本部員      70,000 円 

 分団長      70,000 円 

 副分団長     60,000 円 

 部長         50,000 円 

 班長         40,000 円 

 団員         30,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方方面隊分

として人数を 123 人追加し、定数を 1,056 人とする。 

【栃木市消防団】 

・定数 1,056 人 

・報酬 (年) 

 団長（方面隊長）       250,000 円 

 副団長(方面隊長)       237,000 円 

 方面隊副隊長（団本部）  170,000 円 

 分団長                  129,000 円 

 副分団長                113,500 円 

 部長                  103,000 円 

 班長                   82,500 円 

 団員                    67,000 円 

栃木市 

栃木地域 大平地域 藤岡地域 都賀地域 
西方町 具体的な調整結果 

その他の特

別職 

 

※自治会長報償金 

・自治会数 172 

・均等割 38,500＋ 

 世帯割 220 円× 

 加入世帯数 

 

 

 

 

 

（参考） 

【自治会報償金】 

 自治会への依頼

事務（広報紙配布

他）に対するお礼

として支出する。 

・世帯割 350 円× 

 加入世帯数 

大平町代表事務連絡員 

・自治会数 46 

・報酬 (年) 

 79,000 円＋700 円× 

 担当地域の戸数 

大平町事務連絡員 

・報酬 (年) 

 700 円× 

 担当地域の戸数 

 

（参考） 

【自治会報償金】 

 自治会への報償金は

ない。 

※自治会長への謝金は

ない。 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

【自治会行政協力謝

金】 

・自治会数 104 

・自治会への依頼事務

（広報紙配布他）に対

するお礼として。 

・世帯割 1,300 円× 

 加入世帯数 

※自治会長へのお礼 

・自治会数 30 

・自治会長に対しお礼と 

して、報償費（物品）及

び食糧費（料理等）を支

出する。 

 

 

（参考） 

【自治会委託料】 

 自治会への業務委託に

対して委託料を支出す

る。 

・均等割 35,000 円＋ 

 （世帯割 450 円× 

  加入世帯数）＋ 

 （班長手当 7,000 円× 

  班数） 

西方町自治会長 

・自治会数 39 

・報酬（年） 

 自治会長 均等割 100,000 円 

      戸数割   300 円

 班長   戸数割   800 円

 

 

（参考） 

【自治会総合交付金】 

 自治会の地域福祉活動や地域

防災活動、交通安全対策など

様々な活動に対し、世帯・人数

割で交付（未加入世帯・人数含

む。）する。 

・世帯割 3,000 円×世帯数＋ 

 人数割 2,500 円×対象者数

（敬老会対象者及び小中学生人数）

 大平地域の大平町代表

事務連絡員及び大平町事

務連絡員は、平成 23 年度

以降は委嘱しない。 

 西方町の自治会長（非

常勤特別職）について

は、平成 23 年 10 月 1 日

以降は委嘱しない。 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

地域防災活動推進員 

・定数 9 人 

・任期 1 年 

・報酬 (年) 20,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市産業医 

・定数 4 人 

・任期 2 年 

・報酬 (年) 196,800 円＋450 円×職員数＋ 

    (月) 30,000 円（相談医のみ） 

 

西方町産業医 

・定数 1 人 

・任期 2 年 

・報酬 従事回数×32,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方総合支所

及び消防本部の産業医各 1 人を追加し、定数を 6 人とす

る。 

【栃木市産業医】 

・定数 6 人 

・任期 2 年 

・報酬 (年)196,800 円＋450 円×職員数＋ 

    (月) 30,000 円（相談医のみ） 

 

栃木市固定資産評価員 

・定数 1 人 

・任期 - 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町固定資産評価員 

・定数 1 人 

・任期 - 

・報酬 (日) 2,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

 （西方町の評価員は、合併の前日をもって失職す

る。） 

その他の特

別職 

栃木市税等収納員 

・任期 1 年 

・報酬 250,000 円以内 

  月額基本給 80,000 円 

  月額能率給 

   徴収割 

    現年度分 収納額×2/100 

    過年度分 収納額×4/100 

   徴収世帯割 世帯数×150 円 

  講座振替勧誘割 

   依頼数×1,000 円 

 

西方町税徴収嘱託員 

・任期 １年 

・報償金 

  月額基本給 臨時職員と同額 

  月額能率給 

   徴収割 

    現年度分 収納額×2/100 

    過年度分 収納額×4/100 

   講座振替勧誘割 

    依頼数×1,000 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、収納員の配置

数及び担当地域は合併後に再編する。 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市寺尾財産区議会議員 

・定数 11 人  

・任期  4 年    

・報酬 (年) 議 長 142,000 円 

     副議長 117,000 円       

       議 員   96,800 円 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市消費生活センター相談員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 155,250 円 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市弁護士相談員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (日) 30,000 円 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市市民相談員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 185,800 円 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市戸籍事務専門員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 161,400 円 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市有墓地管理人 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 (年) 2,000 円 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

その他の特

別職 

一般旅券発給事務嘱託員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 151,100 円 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

 



 

 

 

現         況 

栃木市 
区分 

栃木地域 大平地域 藤岡地域 都賀地域 
西 方 町 

具体的な調整結果 

栃木市保健委員 

・定数  

 自治会に 1 人 

・任期 2 年 

・報酬 

 (年) 3,000 円＋ 

 世帯数×50 円 

栃木市保健班長 

・定数 

（概ね50世帯に1人） 

・任期 2 年 

・報酬 

 (年) 1,000 円＋ 

 世帯数×50 円 

 

大平町地域環境美

化推進員 

・定数  

自治会に 1人 

・任期 2 年 

・報酬 

（年）10,000 円＋

 世帯数×80 円 

 

設置なし 都賀町保健委員 

・定数 

自治会に 1人 

・任期 2 年 

・報酬 

均等割5,000円＋

世帯数×160 円 

 

設置なし  合併時は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

 （平成２５年３月まで） 

 栃木市において再編調整中であり、それぞれの業務等

を見直し、全市域で環境美化が推進できるような委員の

設置ついて検討を進めている。 

栃木市廃棄物・土

砂等埋立監視員 

・定数 2 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 

   140,000 円 

 

大平町環境美化監

視員 

・定数 3 人 

・任期 2 年 

・報酬 (月) 

    50,000 円

藤岡町環境美化監

視員 

・定数 2 人 

・任期 2 年 

・報償金 (日) 

    3,000 円

都賀町環境保全監

視員 

・定数 

各自治会１人 

・任期 2 年 

・報償金 (年) 

    5,000 円

 

設置なし  合併時は現行のとおりとし、合併後に再編する。 

 （平成２４年３月まで） 

 栃木市において再編調整中であり、全市域で統一され

た不法投棄監視ができるよう、定数や職務等について検

討を進めている。 

 

栃木市 西方町 具体的な調整結果 

その他の特

別職 

栃木市福祉事務所嘱託医 

・定数 2 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月)  70,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市生活保護面接相談員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市家庭相談員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市母子自立支援員兼婦人相談員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市養育支援員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市障がい程度区分認定調査員 

・定数 1 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

その他の特

別職 

栃木市障がい者相談支援員 

・定数 1 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

 
 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市生活保護就労支援相談員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市トータルサポート専門員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (日)  20,000 円以内 

    (月) 350,000 円以内 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市介護認定調査員 

・定数 15 人 

・任期  1 年 

・報酬 (月) 150,000 円＋件数×2,000 円 

 

※職員(保健師)が対応  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市介護支援専門員 

・定数 1 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 206,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市社会福祉士 

・定数 1 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 206,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

その他の特

別職 

栃木市ファミリー・サポートセンター・ 

               アドバイザー 

・定数 3 人 

・任期 1 年 

・報酬 (日) 7,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

未就学児ことばの教室指導員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (日) 9,800 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市特別障害者手帳等嘱託医 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 (日) 20,800 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市保育所嘱託医 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (年)106,000 円＋児童数×450 円×2回 

 

西方町園医、内科医 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 (回) 17,600 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市保育所歯科嘱託医 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (年)106,000 円＋児童数×450 円×2回 

 

西方町園医、歯科医 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 (回) 17,600 円 

 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市嘱託保育士 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 169,900 円 

 

西方町嘱託保育士 

・定数 - 

・任期 1 年 

・賃金 (月) 158,000 円～192,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

その他の特

別職 

栃木市保育所嘱託栄養士 

・定数 1 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月)169,900 円 

 

※西方町臨時栄養士(保健福祉課の栄養士が兼務) 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 192,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町の臨時

栄養士の業務については、合併時は現行のとおりとし、

平成 24 年度から業務を栃木市の嘱託栄養士に引き継ぐ。 

 
 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市児童センター主任指導員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市市医 

・定数 1 人 

・任期 2 年 

・報酬 (年) 52,500 円     

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市予防接種等嘱託医 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 (日) 30,000 円 

 

西方町予防接種協力医 

・定数 - 

・任期 - 

・報酬 (日) 17,600 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市母子保健推進員 

・定数 142 人 

・任期  2 年 

・報酬 (年)20,000 円＋訪問件数×300 円＋ 

    協力回数×1,500 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市栄養指導員 

・定数 1 人 

・任期 - 

・報酬 (月) 186,300 円 

 

※西方町臨時栄養士 

・任期 1 年 

・賃金 (月) 192,000 円 

    （保育所給食献立作成等業務を兼ねる。）

 現行のとおりとする。ただし、西方町臨時栄養士につ

いては、栃木市の臨時職員の規定を適用する。 

その他の特

別職 

栃木市陸砂利採石監視員 

・定数 1 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 81,800 円 

 

西方町陸砂利採石監視員 

・任期 1 年 

・賃金 (年) 968,400 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市営住宅管理人 

・定数 各市営住宅あたり 1人以内 

・任期 1 年 

・報酬 (年)2,000 円＋管理戸数×300 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

小山栃木都市計画事業 JR 大平下駅前土地区画整理

評価員 

・定数 3 人 

・任期 - 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市外国語指導助手 

・定数 - 

・任期 １年 

・報酬 (月) 350,000 円以内 

 

西方町外国語指導助手 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 300,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市特別支援教育講師 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (日) 20,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市 西方町 具体的な調整結果 

栃木市学校教育指導員(主任教育相談員・教育相談員) 

・定数 - 

・任期 1 年 

その他の特

別職 

栃木地域 

学校教育指導員 

報酬(月)124,200 円 

大平地域 

主任教育相談員 

報酬(月)187,200 円

教育相談員 

報酬(月)104,000 円

 

藤岡地域 

学校教育相談員 

報酬(日)7,500 円 

都賀地域 

設置なし 

設置なし  合併後、平成２３年度中に再編する。 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市学校医 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (年)196,800 円＋児童・生徒数 

                      ×(内科、耳鼻科)450 円 

            (眼科)390 円 

・就学時健康診断報酬 従事回数×30,000 円 

      ＋児童数×(内科)450 円 

                (眼科)390 円 

 

西方町校医 

・人数 内科 3 人  眼科医 1 人 

・任期  - 

・報酬 (年) 140,000 円＋学校数×70,000 円 

  ＋児童・生徒数×240 円 

 

・就学時健康診断報酬 (日)17,600 円 

           ＋児童数×240 円 

 平成 23 年度は現行のとおりとし、平成 24 年度から現

行の栃木市のとおりとする。 

栃木市学校歯科医 

・定数 -  

・任期 1 年 

・報酬 (年)196,800 円 

    ＋児童・生徒数×450 円 

・就学時健康診断報酬 従事回数×30,000 円 

           ＋児童数×450 円 

 

西方町学校歯科医 

・人数 2 人 

・任期 - 

・報酬 校医に同じ 

 平成 23 年度は現行のとおりとし、平成 24 年度から現

行の栃木市のとおりとする。 

栃木市 西方町 具体的な調整結果 

栃木市学校薬剤師 ・定数 - ・任期 1 年 

栃木地域 

・報酬 

 (年)78,500 円 

／１校 

大平地域 

・報酬 

 (年)63,000 円

／１校 

 

藤岡地域 

・報酬 

 (年)65,000 円

／１校 

都賀地域 

・報酬 

 (年)159,500 円

／４校 

西方町薬剤師 

・人数 1 人 

・任期 - 

・報酬 (年)17,600 円 

 平成 23 年度は現行のとおりとし、平成 24 年度から現

行の栃木市（栃木地域）のとおりとする。 

栃木市 西方町 具体的な調整結果 

その他の特

別職 

栃木市健康管理医（小・中学校） 

・定数 - 

・任期 １年 

・報酬 (年) 10,000 円／校 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市教育委員会点検評価委員 

・定数 5 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

西方町教育委員会外部評価委員 

・定数 3 人 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市学校評議員 

・定数 各学校 8人以内 

・任期 1 年 

・報酬 (年) 15,000 円 

 

西方町学校評議員 

・定数 各学校 5人以内 

・任期 1 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市教育研究所所長 

・定数 1 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 150,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市教育研究所主事 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 5,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市学校支援員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 特別支援 (日)   9,100 円 

    学力向上 (月) 183,000 円 

 

※西方町立小中学校非常勤講師 

・定数 - 

・任期 1 年 

・賃金 (時) 1,250 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

その他の特

別職 

栃木市人権教育推進員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 5,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市男女共同参画推進指導員 

・定数  1 人 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 124,200 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市少年補導員 

・定数 100 人以内 

・任期   1 年 

・報酬 (日) 4,000 円 

 

西方町青少年育成推進員 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市青少年相談員 

・定数 若干人 

・任期 1 年 

・報酬 (月) 165,600 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市社会教育指導員 

・定数 - 

・任期 1 年以内 

・報酬 栃木             (月) 113,800 円 

   大平 一  般  (月) 124,200 円 

       人権対策  (月) 134,550 円 

   藤岡            (月) 134,550 円 

 

西方町社会教育指導員 

・定数 - 

・任期 1 年 

・賃金 (月) 118,000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。 

 （栃木地域、大平地域、藤岡地域、西方町に設置。報

酬については、１週間の勤務時間数により決定。） 

その他の特

別職 

栃木市体育指導委員 

・定数 58 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

西方町体育指導委員 

・定数 10 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 2，000 円 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町からの

委員 10 人を追加し、定数を 68 人以内とする。また、最

初の任期については、平成 24 年 3 月 31 日までとする。 

【栃木市体育指導委員】 

・定数 68 人以内 

・任期  2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

 
 



 

 

 

現         況 

区分 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

栃木市スポーツ推進員 

・定数 各自治会 1人以内 

・任期 2 年 

・報酬 (日) 8,000 円 

 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。なお、現在は大平地域

にのみ設置しているが、今後は全市的に設置する方向で

調整していく。 

 

その他の特

別職 

栃木市地域自治区（大平町、藤岡町、都賀町）区

長 

・定数 1 人×３地区 

・任期 2 年（最初に選任される区長の任期は、 

 選任の日から平成 24 年 3 月 31 日まで） 

・報酬 (月) 200,000 円 

設置なし  現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町に地域

自治区区長を設置する。 

【栃木市地域自治区（大平町、藤岡町、都賀町及び西方

町）区長】 

・定数 1 人×4地区 

・任期 2 年（最初に選任される区長の任期は、選任の 

 日から平成 24 年 3 月 31 日まで） 

・報酬 (月) 200,000 円 

 

 



 

 

◎その他の事務事業調整結果（栃木市の例により合併時に統合） 

 ○事務事業番号３１「特別職等の選任に関すること」 

  【市長が選任し議会の同意を得るもの】 

   ①副市長 

    (1)根拠･･･地方自治法第 162 条 

    (2)議会上程及び辞令交付に係る事務を職員課が所管。 

   ②教育委員 

    (1)根拠･･･地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 4 条 

    (2)議会上程及び辞令交付に係る事務を職員課が所管。 

    ※ 教育長の任命に関しては教育委員会事務局が所管。 

   ③公平委員 

    (1)根拠･･･地方公務員法第 9 条第 2 項 

    (2)議会上程及び辞令交付に係る事務を職員課が所管。 

   ④監査委員 

    (1)根拠･･･地方自治法第 196 条第 1 項 

    (2)議会上程及び辞令交付に係る事務を職員課が所管。 

    ※ 代表監査委員の任命に関しては監査委員事務局が所管。 

   ⑤固定資産評価審査委員 

    (1)根拠･･･地方税法第 402 条第 2項 

    (2)議会上程及び辞令交付に係る事務を職員課が所管。 

   ⑥固定資産評価員 

    (1)根拠･･･地方税法第 423 条第 3項 

    (2)議会上程及び辞令交付に係る事務を職員課が所管。 



 

 

  【その他】 

   ①選挙管理委員 

    (1)根拠･･･地方自治法第 182 条（議会による選挙） 

    ※ 選挙管理委員会事務局が所管。 

   ②農業委員 

    (1)根拠･･･農業委員会等に関する法律第  7 条（選挙による）、 

                      第 12 条（市長の選任による） 

    ※ 市長の選任の委員については、議会上程及び辞令交付に係る事務を職員課が所管。 

      選挙による委員は、農業委員会事務局が所管。 

 

 ○事務事業番号５７「特別職等の期末手当及び退職手当に関すること」 

  【期末手当】（人事院勧告に基づく。） 

   算出方法  給料月額×役職加算×支給率×期間率 

   ・市長、副市長  役職加算  ４５／１００  支給率  ６月 １４０／１００    １２月 １５５／１００ 

   ・教育長     役職加算  １５／１００  支給率  ６月 １０２．５／１００  １２月 １１７．５／１００ 

  【勤勉手当】（人事院勧告に基づく。） 

   算出方法  給料月額×役職加算×成績率×期間率 

   ・教育長     役職加算  １５／１００  成績率  ８７．５／１００ 

  【通勤手当】 

   給与条例の適用を受ける職員の例による。 

  【退職手当】 

   退職日の給料月額×支給率×在職期間月数（４８月上限） 

   ・支給率  市長 ４２／１００  副市長 ２５／１００  教育長 ２１／１００ 

  ※ 退職手当は、栃木県市町村総合事務組合の特別職の職員の退職手当に関する条例に基づき支給する。 

 



 

 

 ○事務事業番号５５「特別職・非常勤特別職の報酬・費用弁償に関すること」 

  【報酬の基準】 

   附属機関の委員、専門委員、調査員、嘱託員及びこれらに準ずる者の報酬は、条例に個別に規定するもののほか、次の範囲内で定める。 

   ・年額 ６９５，０００円以内 

   ・月額 ２０６，０００円以内 

   ・日額   ８，０００円以内  

  【支給方法】 

  ・年額  ９月及び翌年の３月の２期に分け、前６月分ずつを支給する。 

  ・月額  その月分をその月に支給する。 

  ・日額  出勤日数に応じてその都度支給する。 

  【費用弁償】 

   ・市 長 

    （宿泊料） 甲地方 一夜１６，５００円  乙地方 １４，９００円  （食事料） 一夜３，３００円 

    ※ 鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃については、給与条例の適用を受ける職員の例による。 

   ・副市長 

    （宿泊料） 甲地方 一夜１４，８００円  乙地方 １３，３００円  （食事料） 一夜３，０００円 

    ※ 鉄道賃、船賃、航空賃及び車賃については、給与条例の適用を受ける職員の例による。 

   ・行政委員会の長及びこれらのものに準ずる者 
    栃木市長等の給与及び旅費に関する条例別表中の副市長の区分の例に準ずる。 
   ・臨時又は非常勤の調査員、嘱託員及びこれらのものに準ずる者 
    栃木市職員等の旅費に関する条例の規定を適用する。 
   ・旅費の支給の方法 
    一般職の職員の例による。 
    

 



 

 

 ○事務事業番号３０「非常勤特別職の勤務条件に関すること」 

  【任用期間】 

   ・嘱託職員   １年以内。（勤務成績が良好であると認められる嘱託員については、就職の日から４年を超えない範囲で雇用期間の延長が 

            可能。） 

   ・非常勤職員  １年以内。（勤務成績が良好であると認められる非常勤職員については、雇用期間の更新が可能。） 

  【勤務日数・時間等】 

   ・嘱託職員   １月につき２０日以内。（市長が特に認めた場合は、この限りでない。） 

            常時勤務を要する場合の１日の勤務時間は、７時間３０分以内。 

   ・非常勤職員   １週間につき３１時間以内。 

  【休暇】 

   ・年次有給休暇  勤務年数・勤務日数に応じて付与。 

   ・特別休暇 

    （嘱託職員） 

     有給休暇  公民権の行使、国会・裁判所等への出頭、骨髄の提供、ボランティア参加、結婚、生理、妊娠中の母子健診、 

           妊娠による通勤困難、妻の出産、育児参加、子の看護、忌引、父母の追悼、夏季休暇、自然災害復旧作業、 

           自然災害による通勤困難、自然災害による危険回避 

    （非常勤職員） 

     有給休暇  公民権の行使、国会・裁判所等への出頭、忌引、夏季休暇、自然災害による通勤困難、自然災害による危険回避 

     無給休暇  骨髄の提供、負傷・疾病の療養、生理、産前・産後、育児時間、子の看護 

 

○事務事業番号５３「非常勤職員の公務災害補償に関すること」 

 当該職員が勤務する事業場の種類により、栃木市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例又は労働者災害補償保険法による補償を行う。 

 



合併協定項目 １７ 補助金、交付金等の取扱いについて 関 係 項 目  

調整の方針 
補助金、交付金等については、その事業目的、従来からの経緯、実情等に配慮しつつ、新市全体の均衡

を保つように調整する。 

 

合併時に再編するもの 

現         況 

No. 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

１ 

老人保健福祉施設整備費補助金 
【補助金額】 
県が対象とし補助した額の１０分の１以内で市長
が定める額 
 

社会福祉施設整備費補助金及び運営費補助金 
【補助金額】 
当該施設の新設、改築等に必要な経費及び町社協運
営費 

合併時に栃木市の制度に統一する。 

２ 

社会福祉施設運営費補助金 
 
当該施設初年度運営費の２分の１ 
３００万円限度 

社会福祉施設整備費補助金及び運営費補助金 
 
当該施設の新築、改築等に必要な経費及び町社協運
営費 

合併時に栃木市の制度に統一する。 

 



合併時までに調整するもの 

現         況 

No. 栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

１ 

幼稚園就園奨励費補助金 

・国庫非該当世帯特別補助金 

 1 世帯あたり 6,000 円 

幼稚園就園奨励費補助金 
・国庫非該当世帯特別補助金 
 なし 

栃木市の例により、合併時に統一す
る。 
国庫非該当世帯特別補助金につい
ては、10 月 1 日現在栃木市に住所
を有する世帯に 6,000 円補助する。 

２ 

幼稚園第三子以降支援事業費補助金 
保育料の全額免除 

なし 栃木市の例により、合併時に統一す
る。 
10 月以降の保育料を全額免除とす
る。 
 

栃木市 
No. 

栃木地域 大平地域 藤岡地域 都賀地域 
西方町 具体的な調整結果 

３ 

 
 

円 

 
 

円

 
 

円

 
 

円

中小企業年末融資
利子補給補助金 

元金の 1％

利子補給補助金を廃止し、新市の保
証料補助金に統合する。 

保証料全額 

４ 

企業立地奨励補助
金 

38,350,000 円 

事業所設置奨励金 
 

24,960,000 円

 
 

円

工場等立地奨励補
助金 

4,003,000 円

立地奨励金、用地
取得奨励金 

円

平成２３年９月議会の上程に向け事
務調整を進めている。 

 



合併協定項目 ２４ 諮問機関の取扱い 関 係 項 目  

調整の方針 

１ 諮問機関の取扱いについては、原則として栃木市の諮問機関に統合する。ただし、地域固有の審議事項等に係る諮問機関に

ついては、それぞれの設置目的や実態などを考慮し調整するものとする。 

２ 諮問機関の委員構成については、新市において広く市民の意見を市政に反映できるよう、西方町の地域性に配慮した適切な

措置を講じる。 

３ 所期の目的を達成した諮問機関については、合併時に廃止する。 

現         況 
No. 

栃木市 西方町 
具体的な調整結果 

１ ― 

 西方町協働のまちづくり推進会議(H22.5.1 設立) 

・定数 20 人以内 

・任期 2 年 

・報酬 （日）2,000 円 

合併後設置予定の地域協議会が同様の役割を担うた

め、合併の前日をもって廃止するものとする。 

２ 

地域協議会（大平、藤岡、都賀） 

― 

現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方町に地域

協議会を設置する。 

【栃木市地域自治区（大平町、藤岡町、都賀町及び西方

町）地域協議会】 

・定数 15 人×4地区 

３ 

栃木市表彰審査委員会（旧 1 市 3 町の合併時に、合

併後再編することになっており現在再編中） 

西方町表彰審査会 栃木市表彰審査委員会を設置する。 

・定数 ５人 

・任期 在職期間 

４ 

栃木市名誉市民選考委員会（旧 1市 3町の合併時に、

合併後再編することになっており現在再編中） 

 

西方町名誉町民選考委員会 合併後、平成２３年度中に再編する。 

５ 

栃木市人権施策推進審議会 

・20 人以内 

・識見を有する者 

・関係団体の代表者 

・市議会議員 

・副市長及び教育長 

― 

合併時に栃木市の制度に統合する。 

委員の数は、20 人以内とする。 

６ 

栃木市情報公開・個人情報保護審査会 
・５人以内 
・弁護士   １名 
・大学教授  ２名 
・学識経験者 ２名 
・任期    ２年 

西方町情報公開及び個人情報保護審査会 
・定数   ５人以内 
・弁護士  １名 
 ・識見者  ４名 
・任期   ２年 
 

現行の栃木市のとおりとする。 

 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

７ 

行政改革懇談会【未設置】 行政改革推進委員会 
・定数  １５人 
・識見者 １５人 
・任期   － 

総合計画及び行政改革大綱等については、一体的に策
定することから、その策定については、今後栃木市にお
いて設置する総合計画策定審議会が行うこととする。な
お、策定後における行政改革懇談会の役割については、
合併後調整する。 

８ 

栃木市住居表示審議会【必要に応じて設置】 
・定数 ２０人以内 
・公共的団体の代表者 
・関係行政機関等の代表者 
・学識経験者・審議会が当該諮問を受けた地域を代

表する者 
・その他市長が適当と認める者 
・任期 委嘱の日から当該諮問に係る事項の調査審

議が終了する日まで 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

９ 

栃木市指定管理者選定委員会 
・定数   １０人以内 
・弁護士   １人 
・大学教授  ２人 
・公認会計士 １人 
・市職員   ３人 
・任期    ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

10 

栃木市議員報酬及び特別職給料審議会 
・１０人以内 
・市の区域内の公共的団体等の代表者その他住民 
・任期 諮問にかかる審議終了まで 

西方町特別職報酬等審議会 
・ １０人 
・ 町の区域内の公共的団体等の代表者その他住民 
・任期 諮問にかかる審議終了まで 

現行の栃木市のとおりとする。 

11 

栃木市公務災害補償等認定委員会 
・５人 
・学識経験を有する者 
・任期 ３年 
 

西方町公務災害補償等認定委員会 
・５人 
・学識経験を有する者 
・任期 ３年 

現行の栃木市のとおりとする。 

12 

栃木市公務災害補償等審査会 
・３人 
・学識経験を有する者 
・任期 ３年 
 

西方町公務災害補償等審査会 
・３人 
・学識経験を有する者 
・任期 ３年 

現行の栃木市のとおりとする。 



 
現         況 

No. 
栃 木 市 西 方 町 

具体的な調整結果 

13 

栃木市職員懲戒審査委員会 
・５人 
・議会の同意を得た市職員２人及び学識経験者３人
・任期 ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

栃木市職員安全衛生管理委員会 
・１７人 
・安全衛生管理責任者 １人 
・衛生管理者 １人 
・総務部長、理財部長、教育次長 ３人 
・産業医 １人 
・安全又は衛生に関し経験を有する職員１１人 
（各総合支所課長職 3人、職員団体の推薦者 8人）
・任期 職員団体推薦者は２年 
 

西方町安全衛生管理委員会 
・７人 
・安全衛生管理責任者 １人 
・衛生管理者 １人 
・産業医 １人 
・安全又は衛生に関し経験を有する職員４人 
 （内職員団体の推薦者３人） 
・任期  

衛生管理者・安全又は衛星に関し経験を有する職員
は１年  
 

栃木地区広域行政事務組合（消防本部） 

14 ○安全関係者会議 
・１５人 
・総括安全責任者 １人 
・総務課長（消防本部）、消防第１課長、第２課長（栃木消防署） ３人 
・安全担当者のうち所属長が指名したもの １１人 
・任期 所属長が指名した者の任期は２年 
○衛生委員会 
・１５人 
・総務課長（消防本部）、消防第１課長、第２課長（栃木消防署） ３人 
・衛生管理者 1 人 
・衛生に関し経験を有する職員で、所属長が指名したもの １１人 
・任期 所属長が指名した者の任期は２年 

 現行の栃木市のとおりとする。ただし、安全又は衛生
に関し経験を有する職員に、西方総合支所の課長職１人
及び職員団体の推薦者１人を追加し、定数を１９人とす
る。また、消防本部には、別に安全衛生管理委員会を設
置する。 
【栃木市職員安全衛生管理委員会】 
・１９人 
・安全衛生管理責任者 １人 
・衛生管理者 １人 
・総務部長、理財部長、教育次長 ３人 
・産業医 １人 
・安全又は衛生に関し経験を有する職員 １３人 
（各総合支所課長職 4人、職員団体の推薦者 9人） 
・任期 職員団体推薦者は２年 
  

【栃木市消防職員安全衛生管理委員会】 
・１２人 
・安全衛生管理責任者 １人 
・安全管理者 ３人 
・衛生管理者 １人 
・産業医 １人 
・安全又は衛生に関し経験を有する職員 ６人 
 （安全衛生管理責任者が指名） 
・任期 安全又は衛生に関し経験を有する職員は 
    ２年 
 

15 

栃木市交通安全対策会議 
・定数 15 人以内 
・任期 － 
・報酬 ー 

西方町交通安全対策会議 
・定数 40 人以内 
・任期 在職期間 
・報酬 （日）2,000 円 

現行の栃木市のとおりとする。 
 

 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

16 

栃木市防災会議 
・定数 45 人以内 
・任期 2 年 
・報酬 （日）8,000 円 
※ 水防協議会の機能を兼ねる。 

西方町防災会議 
・定数 25 人 
・任期 2 年 
・報酬 （日）2,000 円 

現行の栃木市のとおりとする。 
※ 西方地域からの選出委員２人（総合支所から１人、
消防団副団長）を追加するが、定数に変更なし。 

 

17 ― 

西方町水防協議会 
・定数 16 人以内 
・任期 2 年 
・報酬 （日）2,000 円 

合併時に廃止する。 

18 

栃木市国民保護協議会 
・定数 45 人以内 
・任期 2 年 
・報酬 （日）8,000 円 
※ 委員構成は栃木市防災会議と同じ。 

西方町国民保護協議会 
・定数 30 人以内 
・任期 － 
・報酬 （日）2,000 円 

現行の栃木市のとおりとする。 
※ 西方地域からの選出委員２人（総合支所から１人、
消防団副団長）を追加するが、定数に変更なし。 

※ 委員構成は栃木市防災会議と同じ。 

19 

栃木市地域公共交通会議 
・定数 25 人以内 
・任期 2 年 
・報酬  (日)8,000 円 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 
※ 西方地域からの選出委員１人（住民代表）を追加す
るが、定数に変更なし。 

20 

栃木市賞じゅつ金等審査委員会 
・定数 8 人以内 
・任期 2 年 
・報酬  (日)8,000 円 
 

西方町消防賞じゅつ金等審査委員会 
・定数 － 
・任期 在職期間 
・報酬 － 

現行の栃木市のとおりとする。 
ただし西方地域からの選出委員１人（消防団副団長）

を追加し定数を 9人以内とする。 
【栃木市賞じゅつ金等審査委員会】 
・定数 9 人以内 
・任期 2 年 
・報酬 （日）8,000 円 
 

21 ― 

西方町消防委員会 
・定数 9 人 
・任期 3 年 
・報酬 （日）2,000 円 

合併時に廃止する。 

22 

栃木市地域公共交通活性化協議会 
・定数 25 人以内 
・任期 2 年 
・報酬  (日)8,000 円 
 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 
※ 西方地域からの選出委員１人（住民代表）を追加す
るが、定数に変更なし。 

23 

栃木市入札適正化委員会 
・定数 ４人 
・学識経験者 ４人 
・任期 ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

24 

栃木市市民協働まちづくりファンド助成事業審査委員
会 
・8人以内 
・社会貢献活動の指導に携わる者     5 人    
  学識経験者            1 人 
  寄付者              1 人 
  公募による者           1 人 
・任期 2年 
・報酬なし 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

25 

とちぎ市民活動推進センター運営委員会 
・15 人以内 

市民               2 人 
ボランティア・ＮＰＯ団体     6 人  
利用者              2 人 
学識経験者            1 人 
市職員              1 人 

・任期 2年 
・報酬なし 

― 

※現行の栃木市のとおりとする。ただし、ボランティ
ア、ＮＰＯ団体選出委員を西方町のボランティア、
ＮＰＯ団体から１人追加し、７人とする。 

【とちぎ市民活動推進センター運営委員会】 
定数 15 人以内 
・市民                2 人 
・ボランティア・ＮＰＯ団体      7 人  
・利用者               2 人 
・学識経験者             1 人 
・市職員               1 人 
任期 2年 
報酬なし 

26 

栃木市国民健康保険運営協議会 

・被保険者を代表する委員 6 人 

・保険医又は保険薬剤師を代表する委員 6 人 

・公益を代表する委員 6 人 

・任期 2 年 

西方町国民健康保険運営協議会 

・被保険者を代表する委員 4 人 

・保険医又は保険薬剤師を代表する委員 4 人 

・公益を代表する委員 4 人 

・任期 2 年 

現行の栃木市のとおりとする。 

27 

栃木市環境審議会 
・１５人以内 
・学識経験者 ３人 
・関係機関及び団体の代表者１２人 
・任期 ２年 

－ 

現行の栃木市のとおりとする。 

 
 
 
 
 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

28 

栃木市勤労青少年ホーム運営委員会 

・２０人以内 

・事業者 ２人 

・勤労者 ４人 

・学識経験者 ４人 

・国県の関係機関の職員 ２人 

・公募委員 ４人 

・市職員 １人 

・任期 ２年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

29 

栃木市青少年問題協議会 

・３１人以内 

・栃木市長 

・栃木市教育委員会教育長 

・関係機関の職員 ２１人 

・小・中･高校長会代表 ３人 

・市職員 ５人 

・任期 ２年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

30 

栃木市勤労者体育センター運営委員会 

・２０人以内 

・事業者 ２人 

・勤労者 ４人 

・学識経験者 ４人 

・国県の関係機関の職員 ２人 

・公募委員 ４人 

・市職員 １人 

・任期 ２年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

31 

栃木市青少年育成センター運営協議会 

・１５人以内 

・関係行政機関の職員 ５人  

・学識経験者 ５人 

・任期 ２年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

32 

栃木市働く婦人の家運営委員会 

・８人以内 

・働く婦人代表 ２人 

・経営者代表  １人 

・学識経験者  １人 

・関係行政機関職員 ２人 

・任期 ２年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

33 

老人ホーム入所判定委員会 
 ・定数 ５人 

高齢福祉課長、栃木県県南保健所長、医師、老
人福祉施設長 

 ・任期 ２年 
 ・報酬 医師 （日）20,000 円 
     委員 （日） 8,000 円 
 

西方町老人ホーム入所判定委員会 
 ・定数 ５人 

医師、老人福祉施設長、地域包括支援センター
職員、町保健師、町保健福祉課長 

 ・任期 － 
 ・報酬 （日）2,000 円 

現行の栃木市のとおりとする。 

34 

栃木市介護保険運営協議会 
・定数 １０人 

医師、学識経験者、被保険者、サービス事業者、
同従事者、民生委員 

 ・任期 ３年 
 ・報酬 医師 （日）20,000 円 
     委員 （日） 8,000 円 
 

西方町地域密着型サービス運営委員会 
・定数 １２人以内 

医師、町介護者の会代表者、町社会福祉協議会
代表者、老人福祉施設代表者、民生委員、被保
険者 

 ・任期 ３年 
 ・報酬 （日）2,000 円 

現行の栃木市のとおりとする。 

35 

栃木市介護認定審査会 

・定数 ５６人 

医師、保健師、看護師、栄養士、作業療法士、

理学療法士、社会福祉士、介護支援専門員、介

護施設長 

 ・任期 ２年 

 ・報酬 医師 （日）20,800 円 

     委員 （日）12,500 円 

 

西方町介護認定審査会 

・定数 ６人 

医師、介護福祉士、介護支援専門員、理学療法

士 

 ・任期 ２年 

 ・報酬 医師 （日）16,000 円 

     委員 （日） 9,600 円 

現行の栃木市のとおりとする。ただし委員について

は、西方町の委員を引き継ぎ、定数については７０人

以内とする。 

36 

（栃木市介護保険運営協議会に統合） 西方町地域包括支援センター運営協議会（西方町地域
密着型サービス運営委員会兼務） 
 
 

現行の栃木市のとおりとする。 



 
現         況 

No. 
栃 木 市 西 方 町 

具体的な調整結果 

37 

栃木市民生委員推薦会 
・定数 １４人以内 

市議会議員、民生委員、社会福祉事業関係者等
・任期 ３年 
・報酬額 日額 8,000 円 

西方町民生委員推薦会 
・定数 ７人 

市議会議員、民生委員、社会福祉事業関係者
等 

・任期 ３年 
・報酬額 日額 2,000 円 

現行の栃木市のとおりとする。 
  

38 

栃木市障がい程度区分審査会 
・１０人 

医師、障がい福祉サービス事業者、障がい児者
介護者 

・任期 ２年 
・報酬額 日額 医師  20,800 円 

その他 12,500 円 

西方町障害程度区分市町村審査会 
・４人 

障害者相談支援センター相談員、同就労担当
者等 

・任期 ２年 
・報酬額 日額 医師  16,000 円 

その他 9,600 円 

現行の栃木市のとおりとする。 
  

39 

栃木市要保護児童対策地域協議会 
・代表者会議 １８人、実務者会議 ２４人 

児童福祉機関、保健医療機関、教育機関、警察
等 

・任期 ２年 
・報酬額 ０円 

西方町要保護児童対策地域協議会 
・代表者会議 １３人以内、実務者会議 １２人以

内 
県中央児童相談所、町社会福祉協議会、町民
生委員児童委員協議会等 

・任期 なし 
・報酬額 日額 2,000 円 

現行の栃木市のとおりとする。ただし、構成員に西
方町の児童福祉担当課を追加する。 
 

40 

栃木市社会福祉施策推進委員会 
・２０人程度 

市議会議員、識見者、社会福祉関係団体関係者
等 

・任期 ２年 
・報酬額 日額 8,000 円 
 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 
 

 
 
 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

41 

栃木市特別支援保育審査会 
・ 10 人以内 
・ 福祉事務所長 
・ 栃木県県南児童相談所所長又は同所長が派遣す

る職員 
・ 合併前の栃木市、大平町、藤岡町及び都賀町の区

域における保育所長を代表する者 6 人以内 
・ 家庭相談員 
・ 臨床心理士又は心理士の資格を有する者 

― 

現行の栃木市のとおりとする。ただし西方町の保育
所長を代表する者を加え 6 人以内とする。 
【栃木市特別支援保育審査会】 
・ 定数 10 人以内 
・ 福祉事務所長 
・ 栃木県県南児童相談所所長又は同所長が派遣す

る職員 
・ 各区域における保育所長を代表する者 6 人以内 
・ 家庭相談員 
・ 臨床心理士又は心理士の資格を有する者 
任期 2 年 
報酬 ― 
 

42 

栃木市学童保育運営委員会 
・ 定数 10 人以内 
・ 関係行政機関の職員 2 人以内 
・ 学校の職員 4 人以内 
・ 利用保護者の代表 4 人以内 
 ― 

現行の栃木市のとおりとする。ただし各地域の学校
の職員及び利用保護者の代表が参加できるよう 1 人ず
つ加え各 5人以内とする。 
【栃木市学童保育運営委員会】 
・ 定数 12 人以内 
・ 関係行政機関の職員 2 人以内 
・ 学校の職員 5 人以内 
・ 利用保護者の代表 5 人以内 
任期 2 年 
報酬 ― 
 

43 

栃木市児童館運営委員会 
・ 定数 6 人以内 
・ 小学校長 1 人 
・ 中学校長 1 人 
・ 高等学校長 1 人 
・ 栃木市子供会育成会連絡協議会 1 名 
・ 栃木市民生委員児童委員協議会 1 名 
・ 栃木市ＰＴＡ連合会 1 人 
・  

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

 
 
 
 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

44 

栃木市予防接種委員会 
・１５人以内 
 学識経験者 
 栃木市医師会が推薦する者 
関係行政機関の職員 
市職員等 

・任期 ２年 

西方町予防接種健康被害調査委員会 
・７人以内 
  郡市医師会推薦者 

関係機関行政職員 
町職員 

・任期 ２年 

現行の栃木市のとおりとする。 
委員の数は、15 人以内とする。 
ただし、合併時、西方地域の委員を選出し委嘱するも

のとする。 

45 

栃木市健康づくり推進協議会 
・１８人以内 

学識経験者 
保健医療関係団体の代表者 
教育関係団体の代表者 
市民団体の代表者 
地域の代表者 
関係行政機関の代表者 

・任期 ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

46 ― 

西方町保健事業事故対策委員会 
・７人 郡市医師会推薦者 

関係機関行政職員 
町職員 

・任期 － 

合併時に廃止する 

47 

栃木市中小企業融資振興会 
・７人 
・商工会議所 １人、商工会 ３人 
・信用保証協会 １人 
・市職員 ２人 
・任期 ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。ただし、西方商工会か
らの委員を１人追加し、８人とする。 
【栃木市中小企業融資振興会】 
・８人以内 
・商工会議所 １人、商工会 ４人 
・信用保証協会 １人 
・市職員 ２人 
・任期 ２年 

48 

栃木市就業安定対策協議会 
・２０人以内 
・企業の代表 ３人 
・関係団体の代表 ４人 
・公共職業安定所等及び商工会議所 ３人 
・市職員 ５人 
・任期 ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。ただし、栃木市３商工
会から３人及び西方町商工会から１人の委員を追加す
る。 
【栃木市就業安定対策協議会】 
・２０人以内 
・企業の代表 ３人 
・関係団体の代表 ４人 
・公共職業安定所等、商工会議所及び商工会 ７人 
・市職員 ５人 
・任期 ２年 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

49 

大平町商工振興審議会 
・１５人以内 
・議員 ２人 
・商工会役員 ２人 
・学識経験者 ５人 
・町長が認める者 ６人 
・任期 ２年 

西方町商工振興審議会 
・１５人以内 
・議員 ３人 
・商工会役員 ４人 
・学識経験者 若干名 
・任期 ２年 

合併後に再編する。 

大平地域 都賀地域 

50 

大平町企業誘致審査会 
・５人以内 
・大学教授 ２人 
・町内各界各層の代表者 
３人 

・任期 ２年 

都賀町工場等立地奨励補
助金審査会 
・１０名以内 
・任期 － 

― 

合併時に統合する企業立地奨励補助制度に併せて審
査会を設置する。 
【栃木市企業立地促進審査会】 
・６人以内 
・任期 ２年 

51 

大平町産業振興奨励事業審査委員会 
・５人以内 
・大学教授 ２人 
・町内各界各層の代表者 ３人 
・任期 ２年 

― 

委員会の審査対象となる産業振興活動支援事業補助
金の調整結果が合併後に再編であるため、委員会の設置
についても合併後に再編とする。 

52 

ブランド認定委員会 
・１５人以内 
・任期 ２年 
（旧大平町、旧藤岡町、旧都賀町で設置しているが、
栃木市において統合中である。） 

― 

合併後に新市ブランドの統合に併せて再編する。 

53 

とちぎ山車会館運営委員会 
・１５人以内 
・地域住民代表 ７人 
・学識経験者 ６人 
・市職員 ２人 
・任期 ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

 
 
 
 
 



 
現         況 

No. 
栃 木 市 西 方 町 

具体的な調整結果 

54 

栃木市農業経営改善計画審査会 
・定数 １４人以内 
・下都賀農業振興事務所  ２人 
・栃木市農業委員会    ３人 
・下野農業協同組合    ４人 
・栃木市         ５人 
・任期 ３年 

西方町農業経営改善計画審査会 
・定数 規定なし 
・上都賀農業振興事務所     ４人 
・上都賀農業協同組合西方支店  ２人 
・西方町            ３人 
・任期 規定なし 

現行の栃木市のとおりする。 
ただし、西方町の上都賀農業協同組合の２人追加し、

１６人とする。 
【栃木市農業経営改善計画審査会】 
定数 １６人以内 
・県農業振興事務所   ２人 
・農業委員会      ３人 
・下野農業協同組合   ４人 
・上都賀農業協同組合  ２人 
・栃木市        ５人 
任期 ３年 
 

55 

栃木市特別融資制度推進会議 
・定数 規定なし 
・下都賀農業協同組合 
・農林中央金庫宇都宮支店 
・(株 )日本政策金融公庫宇都宮支店 
・栃木県農業信用基金協会 
・栃木県酪農業協同組合 
・(財 )農林水産長期金融公庫関東支部 
・藤岡農業公社 
・都賀農業公社 
・下野農業振興事務所 
・栃木市農業委員会 
・栃木市 
・任期 規定なし 

西方町特別融資制度推進会議 
・定数 規定なし 
・上都賀農業協同組合 
・農林中央金庫宇都宮支店 
・(株 )日本政策金融公庫宇都宮支店 
・栃木県農業信用基金協会 
・栃木県酪農業協同組合 
・(株 )足利銀行楡木支店 
・鹿沼相互信用金庫金崎支店 
・全国農業会議所 
・上都賀農業振興事務所 
・西方町農業委員会 
・西方町 
・任期 規定なし 

現行の栃木市のとおりする。 
ただし、西方町の上都賀農業協同組合の１団体追加

し、１２団体とする。 
【栃木市特別融資制度推進会議】 
定数 規定なし 
・下野農業協同組合 
・上都賀農業協同組合 
・農林中央金庫宇都宮支店 
・(株 )日本政策金融公庫宇都宮支店 
・栃木県農業信用基金協会 
・栃木県酪農業協同組合 
・(財 )農林水産長期金融公庫関東支部 
・藤岡農業公社 
・都賀農業公社 
・県農業振興事務所 
・栃木市農業委員会 
・栃木市 
任期 規定なし 
 

 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

56 

栃木市農業振興地域促進協議会 
・定数 １７人以内 
・栃木市農業委員会     ４人 
・下野農業協同組合     ４人 
・県南農業共済組合     １人 
・土地改良区        ４人 
・学識経験者（市議会議員） １人 
・栃木市          ３人 
・任期 ２年 
・報酬 ８，０００円 

西方町構造政策推進会議 
・定数 １９人以内 
・西方町農業委員会     １人 
・上都賀農業協同組合    １人 
・上都賀農業共済組合    １人 
・土地改良区        ２人 
・学識経験者（町議会議員） ２人 
・学識経験者（農業者団体） ６人 
・上都賀農業振興事務所   １人 
・西方町          ５人 
・任期 規定なし 
・報酬 ２，０００円 

現行の栃木市のとおりする。 
ただし、西方町の農業委員会、上都賀農業協同組合、

上都賀農業共済組合及び土地改良区の各１人、計４人追
加し、２１人とする。 
【栃木市農業振興地域促進協議会】 
定数 ２１人以内 
・栃木市農業委員会     ５人 
・下野農業協同組合     ４人 
・上都賀農業協同組合    １人 
・県南農業共済組合     １人 
・上都賀農業共済組合    １人 
・土地改良区        ５人 
・学識経験者（市議会議員） １人 
・栃木市          ３人 
任期 ２年 
報酬 ８，０００円 
 

57 

栃木市緑の基本計画推進会議 
・定数 30 人以内 
・任期 3 年 
・報酬 （日）8,000 円    

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

58 

栃木市都市計画審議会 
・定数 16 人以内 
  学識経験のある者 6 人以内 
  市議会の議員 4 人以内 
  関係行政機関の職員 2 人以内 
  市民 4 人以内 
・任期 2 年 
・報酬（日）8,000 円 

西方町都市計画審議会 
・定数 11 人 

学識経験のある者 4 人 
  町議会の議員 4 人 
  関係行政機関の職員 1 人 
  住民の代表 2 人 
・任期 2 年 
・報酬（日）2,000 円 

現行の栃木市のとおりとする。ただし、委員の構成に
ついては、各地域の均衡を図るため、西方地域からの選
出委員（市議会の議員 1人、市民 1人）を 2人追加し、
定数を 18 人以内とする。 
 
【栃木市都市計画審議会】 
・定数 18 人以内 

学識経験のある者 6 人以内 
  市議会の議員 5 人以内 
  関係行政機関の職員 2 人以内 
  市民 5 人以内 
・任期 2 年 
・報酬（日）8,000 円 
 

 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

59 

小山栃木都市計画事業JR大平下駅前土地区画整理審

議会 

・定数 10 人 

  学識経験を有する者 2 人以内（委員定数の 1/5

以内） 

・任期 5 年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

60 

栃木市町並み委員会 

・定数 10 人以内 

  学識経験を有する者 

  地域代表者 

  建築専門家 

  県の職員 

  市の職員 

・任期 2 年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

61 

栃木市伝統的建造物群保存地区保存審議会 

・定数 15 人以内 

  学識経験を有する者 

  関係行政機関の職員 

  関係地域を代表する者 

・任期 2 年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

62 

栃木市建築審査会 

― 

現在の栃木市のとおりとする。 

63 

栃木市上下水道事業調査委員会 

・１５人以内 

・学識経験者及び有識者 

・市長が必要と認める者 

・任期 ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

64 

（栃木市上下水道事業調査委員会に含む） 西方町水道運営審議会 

・定数 １２人 

・町議会議員 ３人 

・受給者代表 ９人 

・任期 ２年 

現行の栃木市のとおりとする。 

 
 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

65 

（栃木市上下水道事業調査委員会に含む） 西方町下水道使用料等審議会 

・定数 １２人 

・町議会議員 ４人 

・知識経験者 ４人 

・下水道使用者代表 ４人 

・任期 当該諮問に係る調査及び審議終了後解任 

現行の栃木市のとおりとする。 

66 

（栃木市上下水道事業調査委員会に含む） 西方町農業集落排水使用料等審議会 

・定数 １２人 

・町議会議員 ４人 

・知識経験者 ４人 

・集俳処理区域住民の代表 ４人 

・任期 当該諮問に係る調査及び審議終了後解任 

現行の栃木市のとおりとする。 

67 

栃木市立小中学校学区審議会 

○ １０人以内 

・市議会議員 

・学識経験を有する者 

・自治会の代表 

・ＰＴＡの代表 

・栃木市立小学校及び中学校の校長 

○ 任期 ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

68 

栃木市奨学生選考委員会 

○ ５人以内 

・教育委員長 

・教育長 

・教育次長 

・中学校長会代表者 

・高等学校長栃木支部代表者 

○ 任期 ２年 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

69 

栃木市立小中学校教科用図書選定委員会 

○ ７人 

・教育長 

・教育委員(教育長を除く) １人 

・小中学校長の代表者   ２人 

・ＰＴＡの代表者     ２人 

・学識経験を有する者   １人 

○ 任期 １年 

（上都賀地区教科用図書採択協議会） 

【鹿沼市・日光市・西方町】 

○ ９人 

・教育長         ３人 

・教育委員(教育長を除く) ３人 

・ＰＴＡの代表者     ３人 

○ 任期 １年 

現行の栃木市のとおりとする。 



 
現         況 

No. 
栃 木 市 西 方 町 

具体的な調整結果 

70 

栃木市就学指導委員会 

○ ２０人以内 

・学識経験を有する者 

・医師 

・福祉関係機関の職員 

・教育関係機関の職員 

 

 

 

○ 任期 ２年 

 

西方町就学指導委員会 

○ １５人以内 

・医師 

・小中学校長及び担当教諭 

・学識経験を有する者（児童相談所・民生児童委員・

特別支援学校） 

・児童福祉・保健関係機関の職員（保健福祉課・こど

も園） 

・教育関係機関の職員（学校教育課） 

○ 任期 ２年 

現行の栃木市のとおりとする。 

71 

栃木市立学校給食共同調理場等運営協議会 

○ ２５人以内 

・給食対象学校の長 

・給食対象学校のＰＴＡ会長 

・学識経験を有する者 

○ 任期 ２年 

 

― 

現在の栃木市のとおりとする。ただし西方町からの選
出委員を２人追加し、定数を２７人以内とする。 
【栃木市立学校給食共同調理場等運営協議会】  
・定数 ２７人以内  
・任期 ２年  

・報酬  (日 )8,000 円  

72 

栃木市藤岡地区(都賀地区)中学生国際交流事業実施

委員会 

○ １０人以内      （○ １０人以内） 

・藤岡町地域自治区長  （・都賀町地域自治区長）

・教育委員        （・教育委員） 

・市議会議員       （・市議会議員） 

・藤岡地区小学校校長の代表（・都賀中学校長） 

・藤岡第一中学校長  （・都賀中学校ＰＴＡ会長）

・藤岡第二中学校長   （・学識経験を有する者）

・藤岡第一中学校ＰＴＡ会長  

・藤岡第二中学校ＰＴＡ会長 

○ 任期 １年       （○ 任期 １年） 

 

西方町中学生国際交流事業実施委員会 

 

○ ８人 

・町長 

・副町長 

・町教育長 

・町議会議長 

・町議会教育民生常任委員会委員長 

・町教育委員長 

・西方中学校長 

・西方中学校ＰＴＡ会長 

○ 任期 ２年 

平成２２年度で廃止する。 

 
 
 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

73 

都賀中学校校舎建設調査委員会 

○１０人以内 

・都賀町地域自治区長 

・教育委員 

・市議会議員 

・栃木市立都賀中学校長 

・栃木市立都賀中学校ＰＴＡ会長 

・学識経験を有する者 

○任期 校舎建設が完了したとき 

 

西方中学校校舎建設検討委員会 

○ ２１人 

・町議会議員３人     ・町教育委員２人 

・町教育長        ・町小中学校長３人 

・町小中学校ＰＴＡ会長３人・町小中学校評議員３人

・有識者２人 

・町職員４人（総務・企画・建設水道・学校教育課長）

 

○ 任期 校舎建設が完了したとき 

都賀中学校校舎建設調査委員会については所期の目

的を達成したため廃止する。西方中学校校舎建設検討委

員会については新たに栃木市の制度として定める。 

・定数 １５人以内 

・任期 校舎建設が完了したとき 

・報酬 （日）8,000 円 

74 

栃木市大平学校給食センター施設整備検討協議会 

○ １２人以内 

・市議会議員          ２人 

・栃木市立小中学校長      ２人 

・栃木市立小中学校ＰＴＡ会長  ２人 

・県南健康福祉センター職員   １人 

・学校給食に関し識見を有する者 ２人以内 

・公募による委員        ３人以内 

○ 任期 施設開設の日まで 

 

設置なし 現行の栃木市のとおりとする。 

75 

栃木市スポーツ振興審議会 

・定数 １５人以内 

・任期 ２年 

・報酬(日) 8,000 円 ― 

現在の栃木市のとおりとする。ただし、西方町から委

員を２人選出する。 

【栃木市スポーツ振興審議会】 

・定数 １５人以内 

・任期 ２年 

・報酬(日) 8,000 円 

 

76 

栃木市社会教育委員会議 

・定数 15 人以内 

・任期 2 年 

 

西方町社会教育委員会議 

・定数 20 人以内 

・任期 2 年 

現行の栃木市のとおりとする。 

77 

栃木市公民館運営審議会 

・定数 20 人以内 

・任期 2 年 

 

西方町公民館運営審議会（※西方町社会教育委員兼務）

・定数 20 人以内 

・任期 2 年 

現行の栃木市のとおりとする。 

 



現         況 
No. 

栃 木 市 西 方 町 
具体的な調整結果 

78 

栃木市集会所運営委員会 

・定数 60 人以内 

・任期 2 年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

79 ― 

西方町生涯学習推進本部 

・本部委員     27 人 

 企画推進員    24 人 

地域学習推進員   39 人 

・任期 2 年 

 

合併後に再編する。 

80 

栃木市文化財保護審議会 

・定数 10 人以内 

・任期 2 年 

 

西方町文化財保護審議会 

・定数 10 人 

・任期 2 年 

現行の栃木市のとおりとする。 

81 

栃木市文化会館運営委員会 

・定数 10 人以内 

・任期 2 年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

82 

栃木市図書館協議会 

・定数 10 人以内 

・任期 2 年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

83 

とちぎ蔵の街美術館運営協議会 

・定数 10 人以内 

・任期 2 年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

84 

栃木市美術資料選考評価委員会 

・定数 5 人以内 

・任期 2 年 

 

― 

現行の栃木市のとおりとする。 

 
 



 

 

 

 

合併協定項目の調整結果 

（Ａランク） 
「栃木地区広域行政事務組合関係」 

 

 

 

 

 

 

 

栃木市・西方町合併協議会 



 

 

合併協定項目に関する事務事業の調整結果 

 

合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

１４ 一部事務組合等の取扱

いについて 
（栃木地区広域行政事務組合） 

 栃木地区広域行政事務組合

については、岩舟町等と協議

の上、合併時までに調整する。

西方町は、合併の前日をもって栃木地区広域行政事務組合から脱退

する。 

栃木地区広域行政事務組合において行っている、栃木市と西方町の

１市１町の共同処理に係る事務、財産及び債務は、合併の日をもって

栃木市に引き継ぐものとする。 

当該組合の消防職員については、合併の日をもって栃木市の消防職

員として、【協定項目１０ 一般職の職員の身分の取扱い】の例によ

り、その身分を引き継ぐものとする。 

【担任事務】 

 ①消防に関する事務（消防団に関する事務を除く） 
 ②液化石油ガス設備工事届の受理に関する事務  
 ③し尿処理施設の設置及び管理運営に関する事務 

所管項目 具体的な調整結果 

④消防職員の身分の取扱
いに関すること 
 

【職員定数】 

 消防本部（条例定数） １５０人 

 ※ 平成２７年３月３１までの間 １７０人 

【職名】 

・消防本部 
 消防長、消防本部次長、課長、課長補佐、副主幹、係長、主査、主任、主事 
・消防署 
 消防署長、消防副署長、課長、分署長、課長補佐、副分署長、副主幹 係長、救助隊長、主査、救助副隊長、主任、 
 主事 



 

 

 

所管項目 具体的な調整結果 
 【消防職階級】 

 消防監、消防司令長、消防司令、消防司令補、消防士長、消防副士長、消防士 
【勤務時間等】  
（勤務時間） 
・毎日勤務  午前８時３０分から午後５時１５分まで 
・交替制勤務 午前８時３０分～翌日の午前８時３０分まで 
（休憩時間） 
・毎日勤務  午後０時から午後１時まで 
・交替制勤務 午後０時から午後１時まで 
       午後５時１５分から午後６時４５分まで 
       (仮眠時間) 午後１０時から翌日の午前６時までの内、夜間勤務２時間を除く。 
（休息時間（交替制勤務のみ）） 
・午後３時から午後３時１５分まで 
・午後９時４５分から午後１０時まで 
（労働時間） 
・毎日勤務  １日７時間４５分、週３８時間４５分 
・交替制勤務 １週間当り、３８時間４５分 
（週休日） 
・毎日勤務  土曜日、日曜日 
・交替制勤務 ７当務に付２当務(２日連続で２回)、３当１休、２当１休の繰り返し 
【給料表】 
 公安職８級制 



 

 

 

所管項目 具体的な調整結果 
 【支給日】 

 一般職の職員に同じ。 
【初任給】 
 大卒  １級１７号給 
 短大卒 １級 ９号給 
 高校卒 １級 １号給 
【級別職務】 
 １級 消防士                    ５級 消防司令 
 ２級 １ 消防副士長                ６級 管理者が特に定める重要な業務を 
    ２ 管理者が特に定める困難な業務を           所掌する消防司令の職にある者 
     処理する消防士の職にある者         ７級 消防司令長 

３級 消防士長                   ８級 消防監 
 ４級 消防司令補 
 
【管理職手当】 

 消防長                      ７０，９００円 

 消防本部次長、消防署長             ５９，７００円 

 課長、消防副署長                ５１，２００円 

 課長補佐(交替制勤務者を除く。)、 分署長       ４０，６００円 

 ※ 規則に規定する特例措置により上記に８５／１００を乗じた額。 



 

 

 

所管項目 具体的な調整結果 
 【管理職員特別勤務手当】 

 ①支給対象 
  課長補佐(交替制勤務者を除く。),分署長から消防長 
 ②支給要件 
  臨時及び緊急の必要（災害発生時等に限られる。）による週休日及び休日の勤務 
 ③支給額 
  消防長                     ８，０００円 
  消防本部次長、消防署長             ７，０００円 
  課長、消防副署長                ６，０００円 
  課長補佐(交替制勤務者を除く。)、分署長     ４，０００円 
  ６時間超の場合、上記金額に１５０／１００を乗じた額 
【通勤手当】 

 一般職の職員に同じ。 
【扶養手当】 
 一般職の職員に同じ。 
【住居手当】 
 一般職の職員に同じ。 
【特殊勤務手当】 
 ①はしご車隊員           １月 １，５００円 

 ②通信業務に従事する者       １月   ５００円 

 ③火災、救急、救助業務       １回   １５０円 

 ④救急救命士            １回   ３５０円 



 

 

 

所管項目 具体的な調整結果 
 【期末勤勉手当】 

 ①支給率 
  一般職の職員に同じ。 
 ②役職加算率 
  ８，７級    １５％ 

  ６級      １０％ 

  ５，４，３級   ５％ 

【時間外勤務手当】 
 一般職の職員に同じ。 
【退職手当】 
 一般職の職員に同じ。 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

合併協定項目に関する事務事業の調整結果 

合併協定項目 調整の方針 具体的な調整結果 

【合併協定項目２５－３】 
広報広聴関係事業 
 
 
 
平成２２年１０月１５日 
第２回協議会 協議第２９号 

 ホームページは、栃木市の例に

より合併時に統合する。 
 栃木地区広域行政事務組合の消防に関する事務、液化石油ガス設備工事届の受

理に関する事務、し尿処理施設の設置及び管理運営に関する事務に係るホームペ

ージについては、栃木市の例により合併時に統合する。 

 
 


